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l. 緒言
企業経営の中心的課題は事業創造であり，特にグローバル化という視点から
考えると国際間の事業・産業連携が重要となりつつあるO 富山大学学長裁量経
費（代表田中祥子教授）により北京大学・富山大学共同研究として中国全体の
1086社，北陸600社の企業に「 I T化と事業創造」のテーマでアンケートを 2
月に実施した。中国では急速にインターネット，携帯電話といった I T機器等
が普及している。人口が米国の5倍，日本の10倍に達するため，普及数で日本
を抜き，米国を超えるのも時間の問題であるO このような I T化は女性に新た
な職場，家庭生活を与えた。空港の近くに住む女性がインターネットを使って
花屋を始め，このインターネットと宅配サービスのビジネスは成功を収めた
。（陀 1 ）さて， I T化が進む中で，中国の産業組織はどう変化するか，また北陸の
3県はその中国とどのように事業創造等で連携しうるかについて，高度情報通
信化という視点と中小企業の機能がまだ未整備の中国という点から考察するO
2. 企業の組織間関係の変化
中小企業の重要性は 3 つあるO 一つは，大企業が製品を作るとき部品を作る
中小企業が存在しないと，部品を海外から輸入して，製品を作ることになる。
そのため，製品輸出が増加するが，部品の輸入も増加することになる0 (tt2 ）日
本は，戦後このような大企業に部品を提供する多数の中小企業の育成に政府の
指導等で成功し，輸入に頼らない高度成長を実現した。その結果が周知のごと
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く， 1980年代の世界経済において米国を圧倒する成功に繋がった。
しかし，中小企業には 2 番目の重要性がある。それが，ベンチャ一事業創造
による企業，社会の革新である。米国は， 1 980年代末にこれに成功し， 1990
年代の繁栄を迎えた。 1970年代までのイノベーションの理論で主流であった大
企業ほどイノベーションに向いているとの考えは，ここで大きく転換を迫られ
た。
日本は第 1 番目の中小企業の重要性，部品を作り大企業に製品を作らせる中
小企業の創出に成功した体験を超えることができず，第 2 の重要性，ベンチャー
という中小企業の創造に失敗し， 1990年代の経済低迷となった。つまり，日本
は， 1980年代は中小企業で勝って， 1990年代は中小企業で負けたのであるO
この原理は，「工場とそこに部品を供給する中小企業が努力してコストダウ
ンし世界に対する競争力をトータルに形成する。」といった第1番目の中小企業
の強みが， 80年代消えてしまったことにあるO その理由は以下である。
製品の価格は固定費と変動費の総和を販売個数で割って求められるO 日本型
技術経営の競争力はこの変動費の傾きを，工場における原価低減で小さくする
ところにあったと思われる。
工場の原価低減は製品のソフト化が進展していない時代は大きな意味を持っ
た。しかし， 1980年代以降，多くの製品は I C が組み入れられることによって
急速にソフト化した。ソフトは固定費がほとんどを占め，変動費はわずかであ
り，変動費の傾きは極めて小さ L、。個数の増加は費用の増加には繋がらな L 、。
したがって，日本型技術経営の原価低減活動はソフトにおいてはハードほど意
味を持たな L 、。
製品のソフト化は日本型技術経営の競争力の源泉が大きな意味を持たなくな
ることを意味しているO この結果，工場における原価低減活動を主導してきた
生産技術機能の役割は減少したと思われる。製品のソフト化が進む時代の技術
経営は，かつて生産技術部が果たしてきた組織の競争力を別の部門が果たさな
ければならないことを認識することから始まるO
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製品は，かつては工場（生産技術）を通じて市場と結びついていた。工場で
変動費の傾きを小さくした企業が勝利したのであるO 次の時代，製品は工場を
経て営業を通じて市場と結びついた。例え，工場でいかに原価低減しても，営
業で売れなければ製品は意味がな L 'o 営業で変動費の傾きを小さくした企業が
勝利したのである。 1980年代，日本企業は顧客と長期的関係を形成し，ソリュー
ションビジネスを展開することにより取引コストを下げることに成功した。営
業を競争力とした米国企業は敗者となった。ソリューションビジネスと取引コ
ストを下げる系列の前では営業は競争力ではなくなった。再び，生産技術が競
争力の源泉となったのである。トヨタ自動車の豊田英二元社長が，フォード一
世の原点にトヨタは帰った， と述べたゆえんはここにある（インタビュー，
1990年）。
ところが， 1980年代，この生産技術復権の時代と並行し，ソフト化が進展し
ていた。それが顕在化した1990年代，製品のソフト化は大きく進み，生産技術
は競争力の源泉ではなくなってきた。
ここで，製品と市場の結ひがつきは工場から営業といった結びつきだけではな
いことに米国の企業は気付いたのである。製品は特許権で特許部門を通じても
市場と結び．ついている。生産技術機能（工場）より特許部門のもたらす利益が
大きくなった。製品のソフト化により変動費の傾きを小さくすることに生産技
術が貢献できなくなったとき，新たな競争力として特許部門が規定された。
米国企業が特許戦略を1980年代における日本企業との劣勢の中で，特許権取
引の活性化，ソフトにおける著作権と取引への法的支援を行ったことの意味は
ここにあった。それに対し，日本においては，特許利用率は34.4%にしか達し
ない（特許庁，インタビ、ュー， 2001年）。他社にライセンスをしない特許が48.5
%に達し，特許取引市場も成立していな~＼。特許部門が利益を上げうる条件に
ないのであるO したがって，生産技術部門による利益（変動費の傾きを小さく
する）が減少すれば，企業は急速に競争力を失っていった。
ここで，技術経営は新たな組織を工夫する必要がある。特許部門を利益の根
-147 ( 331) -
源と考えるためには， 3 つの条件が必要であるO l つは，社外の特許担当弁護
士，弁理士との連携であるO 市場原理で行動する彼らと内部組織に近い関係を
作ることにより，特許による利益を共有，分配するO 2 つは，企業のサービス
ビジネス化を受けたビジネスモデル特許に対応した製品開発体制作りであるO
3 つは，生産技術部門が利益の根源でなくなったためおこる生産技術の空洞化
に対する対策である。
このための対策が組立におけるモジュール化であった。また，製品品質保証
の困難といった問題も高品質で知られた日本企業で多発しているO モジュール
化は，儲からなくなった生産技術を外注化してコストを下げる方法であり，自
動車会社では世界的な潮流となっているO
1980年代，自動車会社において既に組立は「儲からない仕事」となっていた。
部品の電子化等が自動車における部品の占めるコストを高め， 70年代出荷額の
50%だった部品費は80年代62%まで上昇した（清家『日本型組織間関係のマネ
ジメント』白桃書房，1995）。部品産業は成長，組立産業は成熟というのが80年
代の自動車産業の動向であった。
上記が，企業の組織間関係，市場との聞に生じている変化であるO 次に内部
組織の変化について分析するO
3. 企業の内部組織の変化
中小企業の第 3 の重要性は大企業が作る製品に消費者が満足しないことに対
応して，きめ細かな多様な商品・サービスを提供できることにある。キメ細か
な製品やサービスを創造し，提供する企画は少数のエリートがするより，多く
の中小企業の多くの社員のほうが向いているO 小さな十数名のグループに企業
を細分化させ，数千の事業グループ（擬似分社化，擬似中小企業化）がこの企
業の中には創られるO このそれぞれ事業グループが事業を企画する。その企業
は，数千社，数百社の擬似中小企業の集合体である。本社はこの事業グループ
に資金，人材，技術を提供する，支援部門になりつつあるO
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例えば，ソニーはこの組織をコントロールするために「デジタルドリームキッ
ズJ という場を設定していると考えられるO この場の中で，各擬似中小企業は
独自に活動するO 本社はこの社内にある数千の擬似中小企業へ投資をしている
と考えられるO 本社は社内の擬似ベンチャーキャピタルの機能を果たす（清家，
1999）。
これは，米国からベンチャー精神を学び，それと日本的なグループの強みを
生かした新しい企業モデルでもあるO
ところで，企業を進化の視点で考えると，大企業と中小企業で、はまったく異
なる進化の原理が考えられる。「進化」概念を，企業組織の説明概念として考
えてみよう。
進化は 2 つの能力「適応能力」と「自己複写能力」の向上過程であると考え
られる。進化においては，その主体は自らが適応能力を向上させるか，または
自己複製能力を向上させ多くの後継主体を残すか，といった側面で進化が起こ
るO 前者の代表は高等晴乳類であり，人間はその頂点であるo 個を生き残らせ
ることが種を残すことに直結するo 一般に，大企業においては，内部組織また
は組織間関係において進化がおこり，適応能力を向上させるか，またはより少
ない資源で適応能力を向上させる（適応効率の向上）といった方向で進化が進
むと考えられるO これは「適応能力進化」と規定できる。
さて，後者の「自己複製能力進化」の代表は魚類，見虫である。数多くの卵
を産んでその中の強L、個を残す。個としての存続は極めて確率が悪いが，種の
存続の確率は高L、。シリコンバレーではどのベンチャーが生き残るか分からな
~ 、。 I T におけるネットベンチャーもどれが生き残るかは分からな L 、。しかし，
確実に種としてのネットベンチャーの行動原理は存続する。魚類，昆虫といっ
た自己複写能力進化をした生命とベンチャーのような中小企業の進化は類似し
ているのである。小規模組織，個人企業においては，自己複製能力を向上させ
ることに進化の方向があると考えられる。
さて， 21世紀においては，大企業型の「適応能力進化」をする組織と，ベン
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チャー，企業内の分社組織，事業単位，個人のようなインターネット上で「自
己複写能力進化」を行う組織の複合体として，企業，社会は捉えられると思わ
れる。
「大企業」は適応能力を進化させ，「擬似中小企業，中小企業」は自己複製
能力を進化させ，それぞれがその役割を果たす。
さて，産業基盤である公的機関とベンチャーとの相互の関係について考える
と，例えば北京市，上海市の経済特区，富山県，石川県の産業基盤は適応能力
の進化を目標としていると考えられるO そこで創業される「ベンチャー」は自
己複製能力の進化を目標にする。両者の進化モデルは異なる必要があるかつて
の工業立地では「経済特区」と誘致される「大企業，外資」はともに適応能力
の進化が求められた。しかし，現在の I T，バイオのような「ハイテク経済特
区」では，企業に適応能力進化を期待すべきではないと思われるO 特区は適応
能力を進化させなければならないが，ベンチャー企業は自己複製能力を進化さ
せたほうが良い結果を生む。かつてのシリコンバレーは，スタンフォード大学
は適応能力を進化させた。そこで登場したベンチャーは伝説となった「パロア
ルト研究所」の遺伝子を大量に自己複製させた子孫であったと考えられる。
国家・地域の経済が中小企業の事業活動の性質と状況によって，大きく影響
されることについて考察してきた。またその中小企業を支援する国家，地域の
役割についても分析した。この視点から特に，企業のリーダーの比較を中心に
中国と北陸 3 県を比較分析するO
次項で中国産業の構造と課題を概説するO
4. 中国産業の構造と課題
中国は輸出と輸入がG D P の約半分を占める。（削）政治のリーダーにとって
輸出はあきらかに発展途上国の場合，輸入より国家にとって大きな利益をもた
らす。しかし， ビジネスリーダーにとっては輸出も，輸入も自分自身の利益を
生むという点では同じであるO むしろ輸出より輸入のほうが，努力が少なくて
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済むケースが多L 、，／rt:4l
中国の将来を考えると部品等を国産し，輸出産業組織を創造する必要があるO
この中国の中小企業育成への協力，共同事業化が北陸3県の企業が中国と連携
する際のキーワードとなるかもしれな L'o 
現在，中国の GD P の45% は 1 パーセントの人が握っている。（川）
次に事業創造の状況事例を分析するo
5. 中国の産業基盤の現状事例研究
中国での事業創造の現状を考えてみよう。中国での事業創造の現状は海岸部
と内陸部で異なっている。内陸部について日本から進出して成功している西安
大金（ダイキン）の原純一総経理は以下のように述べているO （インタビュー，
2000年11月）
西安のビジネスマインドとビジネスルールは，中国の海岸部より，競争的で
はな L、。契約とかショートレンジの発想ではな L、。ビジネスはへタというよう
に考えてもし泊、その点で日本と合っていると思われるO 中国の海岸部は，性
格も荒く，そこでのビジネスルールは競争的で，日本のような長期志向のビジ
ネスではな L、。その点では，内陸部のほうが長期志向であるO
しかし，長期志向であるとはいっても，中国内陸部で成功するには「死ぬま
で帰らなし、」と総経理が思わないとビジネスは成功できないと思う。日本企業
という意識を捨てて，現地企業として自立する覚悟が必要であるO
西安大金は日中合弁会社であるO 1996年設立され，資本金2400万ドル，従業
員500人。日本人は5人いるO この 5 人は原則として 3 年で交代し，日本に帰る。
企業理念は世界に開いた企業を日中連携で創造するO そのためには，絶えず
イノベーションを行い，企業を安定，発展させる。また人材を大事にし，明る
~＇職場環境を実現し，技術，品質，販売，サービス面で世界の一流企業を目指
す。技術，ブランド， ビジネスモデルによって顧客と信頼関係を作り，顧客志
向の企業を作る。
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上記の原総経理のインタビューは日本人経営者の共通する問題意識と思われ
るo ダイキンが中国との合弁事業で成功している理由を説明しているO また，
原総経理は， 日中の合弁事業の失敗の原因について以下のように述べている
（インタビュー，同）。
日本の企業で中国において成功しているところは少な~＼。単に人件費が安い
といった理由で進出した日本企業は，わずかの困難でも挫折してしま L、。経営
意欲が感じられないため，共同で事業を行う中国側も意欲が湧かない。創業者
の気持ちで行わないとほとんど成功できないと思われる。重要なことは真面目
に経営に取り組むことである。
中国では創業社長に対して2代目社長はやりにく L、。私（原氏）は 2 代目で
あった。熱い思いでやってきた創業社長に中国人は共鳴して，皆が必死にダイ
キンを支えてきた。その創業社長が代わり 2 代目になったとき，中国人は心を
開いてくれなかった。人的関係を中国人は重視する。社長が代わったから，次
の社長にも同じように仕事をするかといえば，そうはいかな L、。相手を信頼し
友情が生まれるまでは，仕事を前任者と同様に行うことはできな L 1。信頼が生
まれるまでは厳しい仕事とノルマは与えられな L 、。
これは欧米企業でも日本企業でも同様である。私は製造部長といったその企
業のキーマンが代わった企業との取ヲ｜はしばらく控えることにしているO 品質
等が乱れる可能性がある。それは中国人が人的関係を非常に重要と考えて，そ
の人的関係の結果として品質が維持されてきた可能性があるためであるO 次の
製造部長が良好の人的関係を形成できなければ，品質は崩れるO
海岸部に比べて中国では内陸のほうが保守的，素直でいい人は多L、。この人
たちは製造部長が代われば，その信奉者は辞めてしまうかもしれなし、。また後
継者が優秀でなければ，やめてしまう。日本からローテーションで 2,3 年の
腰掛で新しい管理者が来ても施工できな L'o 
逆に，駐在事務所への派遣は楽である。仕事をやらないで次の 2,3 年後の
ローテーションで日本に帰るのを待っていればよ L、。しかし，製造販売の事業
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所はそんな訳にはいかな L、。品質を維持できるかいつも心配しているO 内陸の
方がむしろ社員が競争意識が乏しいのでむしろやりにく L、。上海大金は大きな
成果を上げているが，私は「もしオレが帰ればこの会社はつぶれる。がんの告
知でもされないと日本に帰れない」と思っているO 中国では怠けるのは楽だ。
しかし，マジメにやろうと思うと大変である。
また，日本本社との関係が難し L 1。本社は，大企業組織で意思決定が遅い。
その上，海外への期待が大きくなりすぎていて，特に中国の低賃金への期待が
強すぎて，現地法人の苦労をほとんど理解できなし、。現地に主体性を持たせて
早く独自に意思決定できるようにしてくれないと現地法人は成功できない。
中国での事業パートナー選択は難しし、。安易な妥協を最初にすることは禁物
である。特に品質問題が絡むパートナー選びは重要であるO 価格で逃げたお客
は戻ってくるが，品質で逃げたお客は戻ってこな L 、。
次に中国人のIT事業の経営者のインタビューから，西安市事例に中国事業
の状況を列挙するO
西安ソフトパークの朱立明氏は以下のように述べている。（インタビュー
2000年11月）
1 ）西安はソフトウエア進出は大変有利な条件
①西安は優秀なITの人材がたくさんがいる。
②西安は37の国立大学がある。
③研究所200 ヶ所ある。
④大卒80%以上のハイテク関係の技術者40万人，そのうちソフトウエア4万人。
⑤毎年コンビュータ関連の卒学生4000人。
2 ）西安ソフトウエアの現状
ソフト開発は中国にとって，重要であり，西安にハイテク（航空機，衛星）
は殆ど集中している。ソフト開発関係の企業は400社以上である。 2.3 日に一社
日本の企業があ次々やってくる
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優秀な人材が多いのに北京，上海より，給与が安い（60% くらいの給与）。
平均年齢25歳，平均給与3000元，人材の定着率は高い。毎年6%の人が辞める。
情報処理専攻で大卒以上の人は西安の戸籍をもらえるO
3 ）欧米企業と日本企業とどっちがパートナーとしてやりやすい？
文化が似ているから話題が合いやすL、。欧米には「兵馬傭」も分からな~'o 
4) ソフトウエア品質の保証については
ドキュメントで対応しようと考えている
5 ）平均勤続年数
30歳以上はグループリーダー， 30歳まではプログラムをコーデイングする
6 ）これからの考え方（戦略）
創業時はコーデハングだけ行ったが，その後日本へ派遣し，また日本IBM
のシステムを勉強しているも考えているO 「終身雇用型」の企業同じ目標をも
っパートナーを探すことを考えているO
富士通は100%出資， 100%現地人を採用することであるがこれがインドは完
全に欧米の下請の工場。欧米と日本とは進出手順が，ずいぶん異なる。日本は
会社の理念からすべて西安の企業に要求してくるO
上記が中国人のIT事業の経営者の産業基盤への
このような事業創造の現状を受けて，中国企業への事業創造とITのアンケー
トの内容を分析してみよう（北京大学・富山大学共同アンケート， 2001年）
6. 企業創造と IT化のアンケート調査と中国企業の諜題
中国における「企業創造とIT化」のアンケート調査報告書
データー取得方法：アンケート調査
アンケート件数： 1089社（中国全土）
回収件数： 185社（3月 20 日締め切り）
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企業調査状況
今回のアンケートにおいては，回収された185社のアンケートの中，そのう
ち 15社は業種に跨る事業を展開しており，これらの業種に主に食品，建築，農
林水産，鉱業，機械製造業などに集中している。残りの170社に関しては，製
紙業以外のほぼ全ての業種に関係している（図表 1 を参照）。製造業， IT業を
中心とする企業は今回のアンケートにおいて高い比率を占めるO
図表 1
図表 2
その他
41% 
100人以上
23% 
回答企業の産業分布
従業員数規模
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1 千人以上
18切
アンケートを実施した結果，従業員数100人以上の企業が23%, 50人以上100
人未満の企業が12%を占める（図表2を参照）。創業年数に関しては，十年未満
の企業が全体の59.5% と圧倒的に多く， 10年から20年までの企業が18.9%を占
めることが分かった（図表3を参照）。
図表 3 ：創業年数
合計 50年以上 30年以上 20年以上 10年以上 10年未満 不明
合計 185 
% 100.0 
13 
7.0 
11 
5.9 
15 
8.1 
35 
18.9 
110 
59.5 
1 
0.5 
従業員は25歳から35歳の間に集中しているO また，事業リーダーは30歳から
45歳，管理者は30歳から45歳，そして経営者トップは35歳から45歳の聞に集中
している（図表4を参照）。
図表4 ：年齢層分布
口ム三川.I- 5以0歳上 4程5歳度 4程0歳度 3程5歳度 3程0歳度 2程5歳度 以20 歳下 不明
業 185 
。 3 20 45 64 48 1 4 従 員 100.0 0.0 10.8 1.6 24.3 34.6 25.9 0.5 2.3 
185 14 36 64 55 6 。 9 事業リーダー
100.0 0.5 7.6 19.5 34.6 29.7 3.2 0.0 4.9 
185 3 24 56 66 32 。 。 4 管 理 者 100.0 1.6 13:0 30.3 35.7 17.3 0.0 0.0 2.2 
185 20 54 52 44 11 。 。 4 経営トップ
100.0 10.8 29.2 28.1 23.8 5.9 0.0 0.0 2.2 
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コアビジネスに関して， 4 割近い企業は市場相似していない，技術が一致し
ていると回答している。（図表5を参照）。
図表 5 : 3 年前のコアビジネスと現在のコアビジネスの知識関連性
合計 全くないほとんどやゃある かなり 全く同じない ある 不明
185 18 55 40 50 11 11 市場は似ている
29.7 21.6 27.0 5.9 5.9 100.0 9.7 
185 15 43 53 52 10 12 技 柿i
23.2 28.6 28.1 5.4 6.5 100.0 8.1 
法 185 28 65 47 35 2 8 組織運営方 100.0 15.1 35.1 25.4 18.9 1.1 4.3 
IT と ITを進める支援体制
アンケートの結果，保有しているパソコンの台数，携帯電話の台数，インター
ネットの使用環境が0.5台以上となっている企業は， 54.6%, 67%, 49.7%であっ
た（図表6, 7' 8 を参照）。半数以上の企業では，従業員のメールに対する監
視を行わず，将来に関しても監視しないと回答しオープンなインターネットの
利用が行われていることが分かる（図表9を参照）。「知識共有J，「組織のフラッ
ト化」，「プロジェクトチーム制度」が促進されている（図表10）。 50%以上の企業
でITの導入により好循環を形成することができたと回答している（図表10）。
図表 6 : 1 人あたりのパソコンの台数
合計 1台以上 0.5台程度 0.3台程度 0.1台程度 0.1台未満 不明
合計 185 54 47 43 19 21 1 
% 100.0 29.2 25.4 23.2 10.3 11.4 0.5 
図表 7 ：一人あたりの携帯電話の台数
合計 1台以上 0.5台程度 0.3台程度 0.1台程度 0.1台未満 不明
合計 185 39 
% 100.0 21.1 
85 
45.9 
33 
17.8 
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11 
5.9 
14 
7.6 
3 
1.6 
図表 8 ：インターネット使用環境
合計 1台以上 0.5台程度 0.3台程度 0.1台程度 0.1台未満 不明
合計 185 43 
% 100.0 23.2 
49 
26.5 
34 
18.4 
21 
11.4 
37 
20.0 
1 
0.5 
図表9 ：社員のメールに対する監視
計
6
合
9
計一応川合一日山
している
7 
3.8 
していないが していないし
将来はしたい将来もしない
45 126 
24.3 68.1 
糊一
7M
図表10 ：知識共有化のための手法について採用・不採用及びその効果
採用の数果
合計採用不採用不明 ム日計口 非悪常Lに悪やや 高やや非占品常し「』不明' ~＇ ~、、
a. 組織の 185 72 94 19 94 2 26 57 3 6 
フラット化 100 38.9 50.8 10.3 100 2.1 27.7 60.6 3.2 6.4 
b. プロジェク度 185 52 120 13 120 。 17 90 6 7 
チーム制 100 28.1 64.9 7.0 100 0.0 14.2 75.0 5.0 5.8 
c. 異ζ ー部ア門ノ間の 185 68 100 17 100 。 12 75 7 6 ィング 100 36.8 54.1 9.2 100 0.0 12.0 75.0 7.0 6.0 
d. オ経ー営プ情ン報化の 185 71 98 16 98 2 11 74 7 4 
100 38.4 53.0 8.6 100 2.0 11.2 75.5 7.1 4.1 
e. イン築トラネット 185 36 139 10 139 1 17 81 25 15 
の構 100 19.5 75.1 5.4 100 0. 7 12.2 58.3 18.0 10.8 
f. エクストラ 185 83.0 85 17 85 1 15 51 11 7 
ネットの構築 100 44.9 45.9 9.2 100 1.2 17.6 60.0 12.9 8.2 
g, のイ活ンタ用ー ネット 185 36 136 13 136 4 25 80 18 9 
100 19.5 73.5 7 .0 100 2.9 18.4 58.8 13.2 6.6 
H. ベ社ー内スデのー構タ築 185 62 112 11 112 1 18 72 11 10 
100 33.5 60.5 5.9 100 0.9 16.1 64.3 9.8 8.9 
i . のグル導ー入プウェア 185 140 30 15 30 1 5 16 7 1 
100 75. 7 16.2 8.1 100 3.3 16. 7 53.3 23.3 3.3 
185 112 56 17 56 。 11 34 4 7 
j .顧客価値創造 100 60.5 30.3 9.2 100 0.0 19.6 60.7 7.1 12.5 
k. その他 185 151 6 28 6 
。 1 3 1 1 
100 81.6 3.2 15.1 100 0.0 16. 7 50.0 16. 7 16. 7 
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ITを進める組織改革
アンケートによると，合併，買収活動を行った企業は12.5%であるO 買収に
関する 23件のアンケートの中で合併あるいは買収により企業に大きな変革をも
たらしたと答えた企業は17.3%である。最近3年間で商品・サービス開発・商
品回転率等の速度に関して，速くなったと答えた企業は6割以上を占めた（図
表11を参照）。企業の中で実質的なリーダーは経営トップが圧倒的88.6%であ
る（図表12を参照）。組織構造に関して， 3 節企業の内部組織の変化で述べた
小規模事業リーダーに実質的なリーダーが移行しつつあるとの見方，米国，日
本で報告されている分権的な内部組織を持つ企業が， I T に関する事業， I T 
を活用する事業では成功例が多いとの考え方に，中国企業はあてはまらないと
の資料となるとも考えられる。
図表11
スピードの変化
圏遅くなった 闘変わらない 口 2倍程度速くなった
口 3倍程度速くなった圃 5倍程度速くなった圏不明
幽咽
G昨時単
回唱恒・山
mE
〆以
lわ・唱植
0% 20% 40% 60% 80% 100% 
図表12 ：実質的なリーダーのいるクラス
計
6
合
9
計一応川合一日山
トップ
164 
88.6 
ミドル
15 
8.1 
その他
。
。
糊一
6M
-159 ( 343) -
図表13 ：組織変化の状況
全くあやや当 やや全く
A計てはまてはま半分当て その不明口 らないらない はまるとおり
185 14 34 52 60 13 12 マニュアル化等の推進
100.0 7.6 18.4 28.1 32.4 7.0 6.5 
185 5 24 63 72 16 5 コンピタンシ一等の明確化
100.0 2.7 13.0 34.1 38.9 8.6 2.7 
185 15 32 42 68 18 10 インターネット利用の増加
100.0 8.1 17.3 22.7 36.8 9.7 5.4 
185 9 35 60 53 11 17 個の自立化や突出を支援
100.0 4.9 18.9 32.4 28.6 5.9 9.2 
185 8 20 51 77 17 12 組織や管理システムの変革 100.0 
4.3 10.8 27.6 41.6 9.2 6.5 
185 19 35 42 46 21 22 カンパニー制，分社化
100.0 10.3 18.9 22.7 24.9 11.4 11.9 
次にコア人材について分析してみよう。
IT時代を拓くコア人材
技術者と研究開発人員，営業員が企業のコア人材と考えられている（図表14
を参照），コア人材の比率が従業員全体の40%以下と答えた企業は77%以上で
あった（図表15を参照）。半数以上の企業において技術者が管理者の2倍以上の
割合である（図表16を参照）。大多数の企業がコア人材の不足に悩まされてい
る（図表17を参照）。コア人材の選抜に関して「早期選抜に基づく計画的育成」
という方法を取っていると答えた企業は90.3%であるO 「大学院以上等の採用」
と答えた企業が47.6%であった（図表18）。また，コア人材の用件は，「他のコ
ア人材との協調」（87.1%），「繊密な計画力」（85.9%），「広汎な知識」「斬新な
アイデア」（83.2%），「一定の専門知識」（81.6%），「会社への忠誠心」（81.1%)
が重要であるいう結果が出た（図表19）。
-160 ( 344) -
図表14 ：コア人材の職種
サービ
合計作業者技術者研柑九者営業員プログρ ス．コ、／その他不明ラマーサルタ
ント
合計 18 83 53 89 18 31 33 2 
% 9.8 45.4 29.0 48.6 9.8 16.9 18.0 1 
図表15 ：コア人材の必要性と比率
A日卦同 、全コ則ア材員人上が 80% 60% 40% 20% 10% 原材コ則ア要が人不上 不明
合計 185 8 12 20 38 64 38 4 1 
% 100.0 4.3 6.5 10.8 20.5 34.6 20.5 2.2 0.5 
図表16 ：人材構成
合計 % 
合計 185 100 
ほとんどゼネラリスト 24 13.0 
ゼネラリストが 3 倍以上 17 9.2 
ゼネラリスト 2 倍程度 33 17.8 
ゼネラルリスト 1/2程度 48 25.9 
ゼネラルリスト 1/3以下 44 23.8 
ほとんどエキスパート 12 6.5 
不明 7 3.8 
図表17 ：コア人材需要状況
合計 人材不足 人材充足 不明
185 137 17 31 ゼネラリスト
9.2 100.0 74.1 16.8 
185 116 
エキスパート
32 37 
100.0 62.7 17.3 20 
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図表18 ：コア人材確保の方法
合計 採現在用 不現採在用 不明 過去採用状態と将来の予測過去 不明 将来 不明
年功的制度 1~~5 ．。 76 108 1件58.4 0.5 75件 2件 1件41.1 
185 167 16 2 
早 期 選 抜 61 9 146 9 
100.0 90.3 8.6 1.1 
大学院修了者 1~~5 ．。 88 96 1 30 。 77 。47.6 51.9 0.5 
採 185 135 48 2 中 途 用 100.0 48 5 121 5 73.0 25.9 1.1 
M & A で 185 38 145 2 
人 材 獲 得 100.0 10 3 34 3 20.5 78.4 1.1 
185 29 155 
そ の 他 100.0 9 2 20 2 15.7 83.8 0.5 
図表19 ：コア人材に要求される能力
合計 絶対 重要 望ましい な良い方いが 不明不可欠
185 64 87 26 1 7 一定の専門知識
100.0 34.6 47.0 14.1 0.5 3.8 
185 45 109 24 。 7 広汎な知識
100.0 24.3 58.9 13.0 。 3.8 
185 60 94 23 。 8 斬新なアイデア
100.0 32.4 50.8 12.4 。 4.3 
185 37 84 47 6 11 
理念、哲学
100.0 20.0 45.4 25.4 3.2 5.9 
185 52 83 38 4 8 
冒険心
100.0 28.1 44.9 20.5 2.2 4.3 
185 53 106 19 。 7 
撤密な計画力
100.0 28.6 57.3 10.3 。 3.8 
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組織づくり
185 53 93 30 1 8 
100.0 28.6 50.3 16.2 0.5 4.3 
会社への忠誠J心 185 
72 78 26 1 8 
100.0 38.9 42.2 14.1 0.5 4.3 
コア人材との協調 185 58 103 
15 。 9 
100.0 31.4 55.7 8.1 。 4.9 
公平さ
185 20 108 45 4 8 
100.0 10.8 58.4 24.3 2.2 4.3 
実績 185 
41 104 34 1 5 
100.0 22.2 56.2 18.4 0.5 2.7 
社外経験 185 22 78 78 
。 7 
100.0 11.9 42.2 42.2 。 3.8 
185 36 90 50 1 8 
ビジョン
100.0 19.5 48.6 27.0 0.5 4.3 
人材開発
185 42 101 35 。 7 
100.0 22.7 54.6 18.9 。 3.8 
185 22 90 66 。 7 
ネットワーク
100.0 11.9 48.6 35.7 。 3.8 
事業創造能力 185 
51 95 32 6 
100.0 27.6 51.4 17.3 0.5 3.2 
185 4 5 4 4 168 
その他
100.0 2.2 2.7 2.2 2.2 90.8 
北陸地区の企業は女性をほとんど活用していないと言われており，女性の社
会活動が盛んになる現在，女性の活用は重要なテーマであるO 中国企業を考察
してみよう。
企業創造における女性の積極的活用
8 割以上の企業は，女性従業員数の占める比率が 3 分の l 以上であった。し
かし，事業リーダー，そして管理者の中で女性の占める割合は1/3以下であっ
た（図表20）。男女社員の能力の判断については，「財務経理」と「商品，サー
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ビス開発」の分野において男性社員より女性社員の方が優れている（図表21）。
また， 8 割に近い企業が女性社員の事業創造と事業参加の援助に関して「同業
並み」と答えた（図表22）。
図表20 ：女性の比率
合計 二分以之上一二分程之度一三分程之度ー十分程之度ーほいとなんいど 不明
業 185 30 30 96 22 6 1 従 員
100.0 16.2 16.2 51.9 11.9 3.2 0.5 
事業リーダー 185 6 16 64 73 17 9 
100.0 3.2 8.6 34.6 39.5 9.2 4.9 
185 6 15 52 81 25 6 
管 理 者
100.0 3.2 8.1 28.1 43.8 13.5 3.2 
185 6 7 18 57 90 7 
経営トップ
100.0 3.2 3.8 9.7 30.8 48.6 3.8 
図表21 ：男女能力の比較
合計 男性 同じ 女性 不明
185 155 24 3 3 事業創造，ベンチャー
100.0 83.8 13.0 1.6 1.6 
185 143 31 8 3 企画，戦略
100.0 77.3 16.8 4.3 1.6 
185 36 62 85 2 
財 務 経 理
100.0 19.5 33.5 45.9 1.1 
185 131 44 5 5 
研 岬九恒. 開 発
100.0 70.8 23.8 2.7 2.7 
185 37 73 70 5 商品，サービス
100.0 20.0 39.5 37.8 2.7 
185 89 80 13 3 
マネジメント
100.0 48.1 43.2 7.0 1.6 
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図表22 ：女性の就労環境整備の状況
合計 整他備社がよ先り進 同業並み 整備れがる遅 不明
合計 185 17 145 16 7 
% 100.0 9.2 78.4 8.6 3.8 
事業創造インフラ
半数以上の企業が事業に関して専門のコンサルタント等を活用していない
（図表23）。事業創造の場として，実験的に事業を行うことができないと半数以
上が答えた（図表24）。また，創業したベンチャー企業の主流はどのような企
業であるかという問いで44.6%がIT関連と答えた（図表26）。ベンチャー以外
の新事業の状況について本業で新技術を使い新事業を起業する企業は3分のlを
占めた（図表27）。現在行っている中心となる新事業の業種は何か，という問
いに対してもIT関連という解答が多い（図表28）。新事業のパートナーに関し
ては「大学と研究所」そして「外資系企業」が主流となっていた（図表29）。
新事業の売上や経常利益に占める比率は20%以下の企業が半数以上である（図
表30, 31)。新事業と同じ領域で事業を行っていて，交流が生まれる可能性の
ある企業，個人数は， 10以下と答えた企業が多かった（図表32）。将来の新事
業の領域に関してはIT とサービス・コンサルタント，バイオを主流にしたい
という企業が目立っている（図表33）。
図表23 ：専門コンサルタント活用の状況
ヂベンベ三チ百一社内コン特 に
合計 ャーキャキ ク サルタン 不明ピトクリス以リス外ト ト部門いない
合計 185 16 33 34 106 5 
% 100 8.6 17.8 18.4 57.3 2.7 
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図表24 ：実験的事業ができるか
合計 はし、 いいえ 不明
合計 185 66 116 3 
% 100 35.7 62.7 1.6 
図表25: 50%以上出資のベンチャー企業
合計 以20 上社 以10 社上 以5社上 以2社上 1社 なし 不明
合計 185 3 2 9 15 27 120 9 
% 100.0 1.6 1.1 4.9 8.1 14.6 64.9 4.9 
図表26 ：創業ベンチャー企業の業種
機電気械自動車色事バイオ コンサIT 流通 金融ルタンその他不明
ト
件数 3 4 8 25 7 8 5 15 3 
% 5.4 1.8 7.1 14.3 44.6 12.5 14.3 8.9 26.8 5.4 
注回答件数： 56件（%＝事業種／56)
図表27 ：ベンチャー以外の新事業の状況
新技術 新製品 新事業 事業なし 不明
件数 66 41 43 48 10 
% 35.7 22.2 23.2 25.9 5.4 
注（%＝件数／185)
図表28 ：新事業の中心業種
機電械気 自動車入医者援バイオ コンサIT 流通 金融ルタンその他回な答し
ト
件数 8 7 5 12 43 15 17 20 32 7 
% 6.3 5.5 3.9 9.4 33.9 11.8 13.4 15.7 25.2 5.5 
注回答件数 127件（%＝件数/127)
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図表29 ：新事業のパートナー
fート 自政治府体， 研大究学所, 企民業間 外資系 NPW その他 回な答しナ な
し NG 
件数 14 23 41 26 43 3 19 7 
% 11.0 18.1 32.3 20.5 33.9 2.4 15.0 5.5 
注 問答件数： 127件（%＝件数／127)
図表30 ：新事業の売上に占める比率
合計 50%以上 40%程度 30%程度 20%程度 10%以下 不明
件数 127 
% 100.0 
12 
9.4 
注． 回答件数： 127件（%＝件数/127)
6 
4.7 
図表31 ：新事業の経常利益に占める比率
15 
11.8 
19 
15.0 
58 
45.7 
17 
13.4 
合計 50%以上 40%程度 30%程度 20%程度 10%以下 不明
件数 127 
% 100.0 
11 
8.7 
注． 問答件数・ 127件（%＝件数／127)
8 
6.3 
図表32 ：交流の可能性のある企業，個人
11 
8.7 
20 
15.7 
合計 以100上0 500程度 lOOfi口度 50程度 10以下
件数 127 4 3 10 28 56 
% 100.0 3.1 2.4 7.9 22.0 44.1 
図表33 ：将来の新事業の領域
58 
45.7 
なし
8 
6.3 
19 
15.0 
不明
18 
14.2 
機電気械自車動介医護療’ノ〈イオ IT 流通 金融ルコタンサンその他守な画し 不明
ト
件数 13 10 16 34 48 20 30 44 42 11 11 
% 7.0 5.4 8.6 18.4 25.9 10.8 16.2 23.8 2. 7 5.9 5.9 
it （%＝件数／185)
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事業創造の現場リーダー
リーダーに求められる人脈・情報収集ネットワークに関して，多くの企業が
多彩な知識ネットワークとカリスマリーダーに導かれたネットワークと答え，
それぞれ40% と 64.3%であった（図表34), リーダーに求められる行動力に関
しては，多くの企業が使命感に導かれた行動力と競争に駆り立てられた行動力
と答え， それぞれ78.9% と 34.1%を占めていた （図表35）。 上記の中国企業
の分析は集権型で I T に取り組む中国企業というイメージが浮かぶのではない
かと考えられる。
図表34 ：リーダーに求められる人脈など （複数回答）
有知多識彩ネなッ 強同ト質いだネがッ カダリーたスにネマ導ッリかー 不ネッ特ト定ワのー
トワーク ワークれ ットク
件数 74 23 119 27 
% 40.0 12.4 64.3 14.6 
注（%＝f'l＇数／ 185)
図表35 ：期待するリーダーの行動力（複数回答）
件数
好奇心に
導かれた
行動力
16 
% 8.6 
注 （%＝件数／185)
使命感に
導かれた
行動力
146 
78.9 
権限に強
制された
行動力
5 
2.7 
競争に駆り
立てられる
行動力
63 
34.1 
その他 不明
10 3 
5.4 1.6 
その他 不明
1 2 
0.5 1.1 
次に中国企業と北陸 3 県を比較して，特に北陸企業の課題を考えてみよう。
6. 「ITと事業創造」における中国と北陸三県の比較
1 ）調査期間
中国 2001年1月 25 日～3月 20 日
日本 2001年1月 25 日～2月 20 日
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2 ）調査対象企業
中国 1089社
企業選定は北京大学データベース「中国主要企業およびベンチャー」を
もとに北京大学張ー弛副教授と北京物資学院大学馬淑葎専任講師（国務
院発展研究中心併任）が一部付け加えた。
北陸 613社（富山221社）
3 ）回収企業（回収率）
中国 185社回収率17.0% (16.99%) 
北陸 172社回収率28.1% (28.06%) 
富山 78社回収率35.3%
4) 業種（Q 1) 
中国では多い回答業種は，その他製造13社（7.6%），金融保険13社（7.0%),
商業12社（6.5%），電気機器11社（5.9%），陸運・海運・空運・倉庫輸送関連11
社（5.9%）であった。
また，「その他」と答えた企業が多く， 40.5%を占めた。これは，中国企業は
日本の業種分類に合わせたため回答しがたかったと考えられるO そして，その
うち，複数の業種にわたる企業も 15社（8.1%）含まれるO
北陸では多い回答業種は，その他製造23社 (13.4%），サービス22社 Cl2.8%),
商業17社（9.9%），電気機器16社（9.3%）であった。富山はサービス 13社
(16.7%），電気機器8社 Cl0.3%），商業8社（10.3%）が多かった。
5 ）現在の中心事業分野（Q2) 
中国企業は製造が50社（27.0%), I Tが30社 (16.2%），流通が27社（14.6%)
であった。
北陸企業は製造が85社（49.4%），流通が29社 (16.9%), I Tが10社（5.8%)
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であった。
6 ）規模（Q 3) 
中国企業は100人以上（300人未満）が40社（23%), 1千人以上（5千人未満）
が33社（18%）が多く， 10万人以上6社（3%), 1万人以上 (10万人未満） 12社
(6%）から， 20人未満15社（8%）まで広範囲にばらついていた。 1万人以上 (10
万人以上をあわせる）は合計18社（9%）とほぼ10社に1社である。
北陸も 100人以上（300人未満）が42社（24.4%）が一番多かったが，次は50
人以上（100人未満） 38社（22.1%）であった。 1万人以上は2社（1.2%）と少な
かっ TこO
中国が大企業から中小企業まで広範囲で，北陸は大企業もあるが中小企業が
多かった。
7) 年齢構成（Q4)
従業員
中国企業は30歳程度が64社（34.6%）で一番多かった。これに対して，北陸
企業は35歳程度が69社（40.1%）と一番多かった。年齢5歳の差がついた。
事業リーダー
中国企業は35歳程度が64社（34.6%), 30歳程度55社（29.7%）と多かった。
北陸企業は40歳程度47社（27.3%), 45歳程度43社（25.0%）で，中国の企業よ
り 10歳程度高かった。 50歳以上の事業リーダーは，中国の0.5% に対して，北
陸は18.6% と，北陸の企業の高齢化が明らかになった。また，中国企業は25歳
程度が6社（3.2%）であったが，北陸はゼロであった。
中国と比べ従業員の年齢差より，事業リーダーの年齢差がより大きいことが
わかった。
管理者
中国は35歳程度が66社（35.7%），北陸は45歳程度65社（37.8%), 50歳以上63社
(36.6%）で，北陸企業は10歳以上が高かった。
-170 ( 354) -
経営トップ
50歳以上の割合は北陸が88.4%，中国は11%であった。
北陸では事業リーダー，経営トップなどの年齢の高さが， ITの遅れにつな
がていると思われ， もう少し若返る必要がある。
8 ）創業以来の年数（Q 5) 
中国の企業は10年未満が110社（59.5%), 10年以上20年未満が35社 (18.9%)
で，若い企業が多かった。 50年以上の企業は13社（7.0%）を占めた。北陸企業
は30年以上50年未満64社（37.2%), 50年以上57社（33.1%）と古く， 10年未満
は3社（1.7%）しかなかった。
9 ）企業運営の目的（Q 6) 
1 ）顧客価値，社員価値については中国も北陸も差が少なかった。
2 ）株主価値は中国がやや高く，社会価値は北陸がやや高かった。
10) 3年前と市場や技術，組織の運営方法は似ているかについて（Q7) 
市場の知識関連性では，中国が「全くなしづ（9.7%），「ほとんどな L リ（29.7%)
と答えた企業は 4 割近かった。 4割程度企業は3年前の市場とあまり相似してい
ないことを分かった。これに対して，北陸は（「全くない」（1.7%），「ほとん
どない」（14.0%））であった。
技術について「かなりある」と答えた企業は，中国28.1%，北陸41.3%であった。
組織の運営方式において，中国半分以上の企業は3年前と比べて，大きな変
化していることが分かった。北陸はあまり変化していなかった。
11) I T化
一人当たりのパソコンの台数が 1 台以上と答えた企業は中国で29.2%に上っ
たが，北陸は17.4%にとどまった（Q 8 ）。このことは北陸のIT化が遅れてい
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る現状を表しているO 中国と比べ北陸の事業リーダーの年齢が高いのが影響し
ている。
一人当たりの携帯台数の台数は1台以上と答えた企業は，中国で21.1%，北陸
で20.3%で，中国の方は多い（Q 9 ）。
インターネットが使用できるパソコン台数が 1 台以上と答えたのは，中国で
23.2%だったのに対して，北陸は14.0%だった（QlO）。北陸の企業より中国の
企業の方がインタネット接続環境も整っている。
仕事効率の低下や情報漏えいなど問題となっている社員のメールの監視につ
いて，北陸では，「今はしていないが将来はした Lリと答えた企業が多かった
(52.3%）が，中国では「将来もしない」（68.1%）との回答が多かった（Qll）。
このことは中国でのインターネットの利用の仕方はアメリカ型で，オープンな
のではないかと思われる。
組織のフラット化では，中国企業は38.9%の企業が採用していたのに対して，
北陸は23.3% と中国より低かった（Q12-1）。このことは情報化が進展して企
業がフラットになっていくといった過程をまだ中国企業，北陸企業が経ていな
いことを示しているかもしれな L'o 
プロジェクトチーム制度について，中国企業は28.1%の企業が採用していた
のに対して，北陸は35.5%と中国より多かった（Q12-2）。
異部門間のミーティングの場 中国企業は36.8%の企業が設定しているのに
対して，北陸は39.0%と中国より多い（Q12-3）。このことは，中国人の個人
の機能を守る意識が強く，チームでの連携が困難な組織的状況を示している。
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中国企業はかつての階層型構造で、マトリックス構造や，プロジェクト組織といっ
たプロセス型の組織原理の採用がまだ行われていないことを示している。
経営情報のオープン化について中国企業は38.4% と促進されていた。北陸
(38.4%）と同じであった（Q12-4）。このことは中国企業の未熟性を示すもの
かもしれな L、。中国企業は創業されて10年を経ていない企業が多いことも関連
しているO 北陸は伝統的な中小型製造業が多く，企業管理が遅れていることを
示している。
企業内の情報通信網のイントラネットについては中国企業は19.5%の企業し
か採用していなかったが，北陸企業は50.6%と高かった（Q12-5）。このこと
は北陸の方が，特定企業間で情報を共有できることが分かった。
エクストラネットの構築については，中国企業は44.9%の企業が採用してい
たのに対して，北陸企業は13.4% と低かった（Q12-6）。中国の方が構築が進
んでいた。このことは，中国の企業が北陸の企業に比較して，よりオープンで
あることを示すものである。
インターネットの活用 中国企業は19.5%の企業が採用していたのに対して，
北陸は89.0%%と中国より多かった（Q12-7）。
社内データベースの構築の採用は中国企業33.5%，北陸61.6%だった（Q12-
8）。
グループウェアの導入については，中国企業は75.7%の企業が採用していた
が，北陸は36.6% しか採用していなかった（Q12-9）。
顧客価値創造（s c M等） 中国企業は60.5%の企業が採用していたのに対
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して，北陸は12.8%と低かった（Q12-10）。
12）最近 3 年以内M&Aが行われた企業は中国12.5%で，北陸4.1%とより多L 、。
このことは中国の国有企業の改革と関連するのではないかと考えられる（Q13）。
13）最近 3 年間で商品・サービス開発，商品回転率等の速度（Q14）は中国も
北陸も同じである。
14）実質的なリーダー（ Q 15）北陸は部長クラス（51.2%），中国はトップ
(88.6%）であるO このことは米国の影響で中国人の個人の機能を守る意識が強
いことを示している。
15）組織構造に関しては，中国の多くの企業が進化をしているO 最近三年以内
に「マニュアル化， ドキュメント化，データーベース化」という方向に進んで
いない中国企業は26.0%で，北陸は22.1% と低いが，近年中国において外国の
経験を吸収した上で，企業管理が強調されていることにも反映できた（Q16-1）。
コンピタンシ一等の明確化（Q16-2）については，中国の企業は北陸より
進んでいる。中国は・ 8 割以上の企業が行われているが，北陸は4割しか明確し
ていなかった。
個の自立化や突出を支援するに関して（Q16-3），中国の企業も北陸も重視
されているが，中国は北陸よりもっと個の自立を強調することが分かった。
組織や管理システムの改革（Q16-4）においては，「全く当てはまらない」
と答えた中国企業は4.3% しかを占めなかったが，北陸は12.2% と高~'o 
カンパニー制，分社化は（Q16-5）北陸の74.5%の企業は「当てはまらな
い」と答えたことに対して，中国は29.2%にすぎな~＼。このことは中国のカン
パニー制，分社化を推進するスピードが速いことを示している。
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16）コア人材の職種においては（Q17），中国多くの企業が営業員，技術者と
研究開発人員を企業のコア人材として扱っているO 北陸はほぼ同じであるO
17）企業において，コアとなる人材の割合が中国企業は全社員の20%程度と答
えた企業が一番多い（34.6%）。これに対して，北陸企業も全社員の20%程度と
こたえた企業が一番多く（27.9%），この点ではほぼ同様であった。日本企業
の終身雇用の習慣は崩れつつあるという結論が出た。中国企業も同様の結果で
あった。 5人に 1 がコア人材。しかし，北陸企業は要求したコア人材の比率が
中国企業と比べ，やや高い集計結果だったからみると，終身雇用の習慣を守ろ
うとする企業が多いかもしれない（Q18）。
18）多数の中国企業はコア人材の構成にゼネラリストがエキスパートの 2 分の
l 以下であると答えた。このことは中国政府が知識経済政策を実施しており，
ハイテクノロジを発展させた結果だろう。北陸は中国よりゼネラリストのほう
が重視された（Q19）。
19）中国は大多数の企業がコア人材の不足（ゼネラリスト 74.1%，エキスパー
ト 62.7%）に悩まされていたが，管理人材の確保が一番大きな課題となってい
る。これに対して，北陸企業において62.8%の企業がエキスパート（62.8%)
が不足していた（Q20）。
20）従来のコア人材を確保する方法に関しては，中国企業は「早期選抜に基づ
く計画的育成」と答えた企業が多かった。これに対して，北陸企業は「年功的
制度のもとでの生き残り」と「専門家として中途採用」と答えた企業が多かっ
た（Q21-1）。
今後のコア人材を確保する方法に関しては，中国企業は「年功的制度のもと
での生き残り」と「早期選抜に基づく計画的育成」と答えた企業が多かった。
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北陸企業も同様であった（Q21-2）。
21）コア人材として持ちべき用件の重要度合いについては，中国企業は「他の
コア人材との協調」（87.1%），「鍛密な計画力」（85.9%），「広汎な知識」「斬新
なアイデア」（83.2%），「一定の分野の深い専門知識」（81.6%），「会社への忠
誠心」（81.1%）が重要であり，北陸企業に関しては，「組織作りと統率力」
(70.3%）に優れており，「斬新なアイデア」（67.4%）を持ち，「一定の分野の
深い専門知識J (65.7%）を備え，「人材開発・育成能力（65.7%J 及び「ビジョ
ン課題設定力J (62.2%）で企業をリードし，「徹密な計画力」（61.6%）が重
要という結果が出た（Q22）。
22）企業創造における女性の積極的活用
中国企業において，女性従業員数が全社員の 3 分の l 程度を占めた企業
(51.9%）は一番多かった。北陸企業（43.6%）も同様であるO
事業リーダーに関しては，中国企業において女性が全事業リーダー数の 3 分
の l だった企業は34.6%を占めていた。これに対し，北陸企業において女性が
殆どいない企業の割合は一番多かった（41.3%）。
管理者に関しては，事業リーダーの構成状態とほぼ同じ，中国企業に女性の
占める割合は10の 1 程度であった企業が一番多かった（43.8%）。これに対し
て北陸企業は24.4% と低かった。
経営トップについて中国企業は48.6%の企業が女性経営とトップがほとんどい
なかったが，北陸企業は8割近い（79.1%）であった。このことは女性資源の
活用が進んでいる中国にとってもこれからの大きな課題であることを示してい
る（Q23）。
23）男女社員の能力の判断については中国企業は「財務経理」と「商品・サー
ビス開発」の分野において男性社員より女性社員の方が優れているという結果
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が出た。これに対して，北陸企業は「財務経理」しか認めな L 1。「商品・サー
ビス開発」や「研究開発」において，半数の企業は同じと答えた（Q24）。
24）女性の就労環境整備の状況については，中国企業（78.4%）も北陸企業
(61.6%）も「同業並み」と答えた（Q25）。
25）事業創造インフラ
専門コンサルタント活用の状況については，中国企業は特にいない答えた企
業が一番多かった（57.3%）。北陸企業はより低かった（66.3%) (Q26）。
26）事業創造の場として，実験的に事業を行うことができなし、かという問いで，
多数の中国企業も北陸企業もできないと答えた（Q27）。
27）最近3年以内に， 50%以上の出資のベンチャー企業に関しては，中国企業
は「 1 社」 14.6%，「なし」 64.9%であった。北陸企業は「なし」 86.6% と高かっ
た（Q28）。
28）創業したベンチャー企業の主流はどのような企業であるかという問いで有
効回答件数56件中44.6%がIT関連と答えた。北陸企業は94.2%の企業が「不明」
と答えた（Q29）。中国のIT熱はかなり高まっていることを示しているO
29）ベンチャー以外の新事業の状況については，中国企業は本業で新技術を使
い新事業を起業する企業は35.7%を占め，事業なしと答えた企業は僅か25.9%
であったが，北陸企業は事業を起こさなかった企業が57.7%で，中国より多かっ
た（Q30）。
30）現在の新事業の中心業種については，中国企業はまずIT (33.9%），つぎ
コンサルタント（15.7%）が多いことを示していた。これに対して，北陸企業
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は67.4% 「不明」と答え， ITは6.7%であった（Q31）。
31）新事業のパートナーに関しては，中国企業は「外資系企業」（33.9%）そ
して「大学と研究所」（32.3%）が主流となっていたが，北陸企業は「不明」
(69.2%）「パートナーなし」 (16.9%）と答えた企業が多かった。中国企業は
外資系の資金とノーハウや大学・研究所の研究成果を望んでいることを示して
いる（Q32）。
32）新事業の売上に占める比率については，中国企業は20%程度の企業が15.0
%. 10%以下の企業は45.7%を占めた。北陸企業は10%以下の企業（25.6%）に
集中していた。中国企業の占める比率はやや高かった（Q33）。
33）新事業の経常利益に占める比率については，中国企業も北陸企業も低かっ
た（Q34）。
34）新事業と同じ領域で事業を行っていて，交流が生まれる可能性のある企業，
個人数については，中国企業は10以下と答えた企業が多かった。北陸企業も同
様である（Q35）。
35）将来の新事業の領域に関しては，中国企業はITとすービス・コンサルタ
ント，バイオを主流にしたいという企業が目立ったが，北陸企業は環境（30.2
%）や介護医療健康（20.9%）であった（Q36）。
36）事業創造の現場リーダー
リーダーに求められる人脈に関しては，中国の企業はカリスマリーダーに導か
れたネットワークと答えたのが一番多かったり問。これに対して，北陸企業は
多彩な知識ネットワーク（68%）がより重視されていたことをわかった（Q37）。
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37）期待するリーダーの行動力に関しては，中国の多くの企業は「使命感に導
かれた行動力」と「競争に駆り立てられた行動力」と答え，それぞれ78.9% と
34.1%を占めていた附）。これに対して，北陸企業は「使命感に導かれた行動
力」（66.3%）と「好奇心に導かれた行動力」（20.9%）と答えた（Q38）。
7. 中国社会の変容と北陸企業が事業で連携する前提
北陸 3 県の企業は高齢化し，事業創造で顕著な成果を上げていないと思われ
る O 中国企業と競争または連携するためには事業創造者の平均年齢を下げる必
要があると同時に新しい試みを行う必要があるO
活用されていない資源の最も大きなものは北陸 3 県においては女性である。
次に中国企業における女性の活用状況について考察してみよう。
貿易に依存した中国の内需への転換と北陸企業の事業機会
男女共同参画社会として成長している中国， しかし課題は多~＼。中国は1990
年代，急速な成長を遂げた。日本の家庭で日常使っているテレビ，洋服といっ
た製品は中国製が中心であるO 日本の大企業はほとんど中国での生産に依存し
ている。 2001年現在，中国が世界に占める割合はエアコン50.1%，オートパイ
48.9%，テレビ36.2%，洗濯機23.5%，冷蔵庫21.1%である。この大半は中国
から輸出される。この多くは松下、東芝、サンヨーといったブランドで輸出され
るため，世界の人も中国製と気づかな L、。しかし，実は中国製であり，日本の
大企業のビジネスは中国なしには成立しないといっても過言ではな L 、。
テレビでは松下，東芝，三洋電機，三菱電機の主体は中国であるO ビデオで
は東芝， ミニコンポで三洋， シャープが， DVDプレイヤーでは三洋，電子レ
ンジでは松下，三洋，エアコンではシャープが，複写機ではシャープ， ミノル
タ，携帯電話では松下通信工業が主体を中国に置いている。 2000年，アパレル
ではユニクロが中国で生産し大成功した。多くの中国製の洋服，小物，おもちゃ
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が日本で，世界で売られている。中国から大量の家電， AV，アパレル，小物，
雑貨が世界を豊かにしている。中国は2001年， 日本にとって米国につぐ第2位
の輸出入の相手である。台湾と香港を加えた中華圏は日本にとって米国を超え
る最大の貿易相手国となるO
米国は中国の最大の輸出相手である。大幅な貿易黒字を出している。日本は
輸出入のバランスがとれているO 中国人の米国志向はこのような貿易構造と無
関係ではな L ＇。大量に買ってくれる米国にはビジネスチャンスが多い。今後中
国人の生活がアメリカナイズされてくると，いくらでも米国で成功しているビ
ジネスを中国に持ち込み，成功できそうな気がするO 中国の大学の教授が中国
での成功の秘訣として，（C to C ）コピー・ツウ・チャイナ（米国の成功モデ
ルの中国への移植）をいう所以であるO
中国は， 日本，欧州、｜，米国，台湾から輸入して，米国， 日本，欧州、｜，香港へ
輸出するO 香港は実は中継貿易で，そこから欧米日へ再度輸出されるO 中国の
輸出は1992年から 1997年までの5年で2倍に急増した。 1998年以降その伸びは鈍
化した。
中国の成長は貿易に強く依存している。 2001年GDPは約米国の 10分のし
日本の5分の l であり，約 1 兆ドルであった。このうち，輸出が約25百億ドル
強，輸入は25百億ドル弱に達する。輸出と輸入を加えるとGDPの半分に達す
る。中国人の生活の半分を貿易が支えている。この状態は長続きしなし、。米国
の成長が 1%下がり，その分だけ中国から輸入しなくなれば，中国のGDPは大
きく低下するO
中国経済は20世紀末あまりに貿易に経済が依存しすぎた。上海では貿易，外
資系企業に関わらない若者は，それだけでもう人生をリタイアしたと見なされ
た。都市部では，外資とジョイントベンチャー（共同事業）をすることが男性
の生きがいとなった。
また，外資系の秘書は90年代半ばの女性の憧れとなった。「公関小姐」とは
広報部でPR戦略を企画するエリート女’性をかつては指していた。 90年代前半
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の市場経済化，国際化が進み女性と社会の意識は経済とともに変わり，公開小
組は外資系の広報部の女性，受付・秘書を指す，華やかな名称になった。外資
系企業は給料が高い。公関小姐は，かつてはもっとも人気があったスチュワー
デスを超える女性の夢となった。彼女たちは会社の”花瓶”ともいわれ，会社の
接待の場に同行したりする存在ともなった。トップに近いので昇進しやすく，
90年代半ばの女性の熱望する職業であった。
さて， 90年代後半になって，インターネット女性がこんどは女性の夢となっ
た。インターネットを使い，エステに通い，ファッショナブルな服装をし，携
帯片手にビジネスの企画を行い，自動車で通勤する女性たちであるO このよう
な北京，上海の街並みを駆け抜ける女性たちは，貿易依存から，内需へ転換し
ようとする中国経済の象徴でもあるO
しかし，中国経済の課題は大きし、。 21世紀初頭には経済は貿易依存から脱却
しなければならなし、。世界はこれ以上中国から買えな L'o GDPの半数を貿易
が占める経済はいびつである。中国国内での消費拡大が今後起こる。中国は
WTO加盟を契機に内需の拡大，圏内でのビジネス拡大，消費を喚起する政策
へとシフトしてしぺ。
インターネット経済での事業創造の特質
中国では急速にインターネット，携帯電話が普及している。人口が米国の5
倍，日本の10倍に達するため，普及数で日本を抜き米国を超えるのは時間の問
題である。このようなIT化は女性に新たなビジネスチャンス， トップレベル
の仕事を与えるO
ビジネスチャンスの例をあげてみよう。空港の近くに住む女性がインターネッ
トを使ってお花屋さんを始めた。このインターネットと花の宅配サービスのビ
ジネスは大成功を収めた。彼女は上海での21世紀初頭を飾る成功者の一人となっ
TこO
中国では，多くのビジネスがインターネット上で企画できるO 世界最古で，
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最大の文化，文明を誇る中国は，インターネット上に載せるコンテンツ（情報・
知識）の宝庫である。コンテンツの数だけビジネスが生まれる可能性があるO
例えば，少数民族の女性の華やかな民族衣装といったコンテンツが，アパレル
産業のコンピュータデザインプログラムによって，世界的な大ヒット商品とな
るかもしれない。コンテンツとプログラムが組み合わさってインターネットビ
ジネスは生まれる。中国ほどコンテンツの多い国はな L 、。
また，中国女性はプログラマーとして，世界へ貢献する大きな可能性を持つ
ている。
現在のプログラマーは男性が中心であるO 男性はモノ作りといった工場や営
業所や研究所で使うプログラムを無数に開発してきた。そして，そのようなプ
ログラムの開発は女性に向かないという人も多L 、
しかし，インターネット上のビジネスの大部分は消費「お買い物ビジネス」で
ある。ショッピングであるo もともと男性にはショッピングの文化はなし、。デ
パートに行っても最初に疲れてしまうのは男性であるO インターネット上のショッ
ピング環境整備，それこそがインターネット経済の中心である。このインター
ネット上のショッピングプログラムを作るのは女性のほうが適している。
男性は， 20世紀型職場向けのモノ作り，プログラム作りに長けていた。男性
の視点で，道路，港を造り，自動車，電気製品，工場，営業所，研究所の各種
プログラムを作った。これは女性にとってあまり得意でもないし，関心も薄い。
しかし， 21世紀型職場はインターネット経済であり，モノっくりより情報，知
識の消費，またインターネットショッピング「お買い物」が中心になるO これ
は女性の得意分野である。
情報，知識の消費に関するインターネット社会のインフラは，女性が企画し
たほうがずっと良いインフラが出来る。どうみても女性プログラマーのほうが，
ショッピングインフラ用のソフト開発は向いている。プログラムを作るとき，
きめ細かい買い物のシーンなどが理解でき，すべてに心がゆきわたり，よいプ
ログラムができる。インターネット上でのショッピングのシーンは無限にあり，
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無限のソフト開発需要があるo 将来，世界の多くの女性がプログラマーとして，
世界の情報・知識インフラを開発してし、く時代が来る。
このように，女性の感性でのソフト開発が拡がらなくして，ショッピング文
化をインターネット上で豊かに出来ない。どんなに男性がインターネット上で
最先端の科学技術を駆使しても，使うのは女性であるO インターネット社会で，
子供に文化を伝え，豊かな生活を創っていくのは女性であるO
このように考えると，中国女性は5000年の文化に裏づけられたショッピング
のやり方を無数に持っているO ショッピングのやり方と文化の宝庫でも在る。
高い知的能力とその5000年の文化がプログラマーとして中国女性の活躍の場が
登場するO 中国はあらゆるビジネスの宝庫である。古くから中国各地で行なわ
れてきたビジネスのやり方が，インターネット上の革新的なビジネスのやり方
としてコンビュータソフトとして，世界のビジネスシーンを大転換させるかも
しれな L 、。
インターネット社会の到来をまたなくても，中国には世界と中国を結んで活
躍している女性が一杯いるO 中国と世界で活躍するリーダー，まさしく戦略的
女性である。
男女参画の先進社会と北陸の後進性
1948年以前では女性の就職の場がほとんどなかった。現在，女性は男性と同
じ労働の権利を持っており，同一労働同一賃金であり，特殊労働保護によって
守られ，出産，育児で不利になることもな L 、。 1949年，中国の女性従業者数
（賃労働者数）は60万にすぎなかった（従業者数の7.5%）。 1999年末，全国人口
12億5909万人，そのうち，都市部人口は 3 億8892万人（30.9%），農村人口は
8億7017万人（69.1%）。全就業者数は7億586万人である。就業者の地域別は，
都市部は2億1014万人，農村部は4億9572万人である。
なお， 1998年時点では，全就業者のうち女性は3億4067万人で社会の就業者
全体の48.7%を占め，この割合は世界平均女性比率の34.5%のそれより 14.2%高
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~ 、。 1997年時点では，女性就業者数は女性の就業年齢者の85%を占め，世界平
均は65% （日本： 49.6% 1999年）であるので20%高L 、。
1999年，都市部の企業等について注目してみると，女性従業者数は4613.4万
人で総従業者数の38.0%である（一時帰休＝下両含まず）。 1998年時点では，農
村部において総就業者数は4.5億，そのうち農業生産を中心とする就業者数は
3.2億，農村部の総就業者数71%を占め，そのうち2.1億人は女性で，農業生産
総就業者65.6%を占める。ところで，世界で女性の賃金が男性の80%以上であ
る国は5カ国しかな L、。中国は，女性の賃金が男性の80.4%に達する。また，女
性労働者は月経期，妊娠期，出産期，晴乳期に特別の配慮区を受け，育児有給
休暇90 日を持っている。
1948年以前，女性の約90%は文盲であった。 1999年，女性の文盲率は21.56%
に減少した。そのうち青年・中年女性は文盲率が8.5% (1997年）に減った。女
子の小学校への入学率は1949年の 15%から 1998年98.86%へと伸びた。義務教育
の権利は大部分の女子児童が保障されているO 男女児童の入学率の差は縮小し
1990年0.1% となり差がなくなった。 1998年，女性一人あたりの平均教育年数は
6.5年である。普通高等学校（社会人学生を含まない）の女子学生比率は1949
年の 19.8%から 1998年は38.3%へと伸びナこ。中学校では，女子生徒比率は1950年
の26.5%から 1998年に46.5%へ，小学校の女子児童比率は1951年の28%から 1998
年の47.6%へと伸びた。 1999年末，中国科学院，中国工程院ではアカデミー会
員女性が70名，アカデミー会員総数の6%を占める。他の国と比べ女性比率が
高い。
また，子供の早期教育熱は年々高まっているO 1990年，中国では3歳から6歳
までの幼児は入園率が32%である。 1998年末，幼稚園数は 1 8万校，園児数は
あわせて2400万人，学前一年（小学校にいく前の一年）での入閣率は70%に達
する。全国ランダム・サンプリング調査によると，新入小学生はほとんど学前
教育を受けている。入園しないで受けた子を加えると学前教育の比率は94.8%
に達する。中国では両親以外に祖父祖母も教育熱心である。
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さて，近年，市場経済の発展と産業構造の再構築が進み，女性の就業におい
て新しい特徴と傾向が現われているO
就業の構造は合理化されつつある。つまり，従来の第1，第2次産業から第3
次産業，そして新産業へ移行しつつある。製造業，建築業，採掘業等の第2次
産業では女性が急減した。農村部では，女性の就業は多様化しつつあるO 多く
の女性労働者が第l次産業を離れて郷鎮企業へ就職， もしくは都市部へ出稼き、
に行っている。
① 業種においても転換が起こっているO 紡績，サービス業等の技術レベル
が低い仕事から，ハイテク，知識型業種へ移行しつつある。政府機関，
科学研究所，文化教育，厚生・医薬に関連する部門や金融保険業で女性
が急増しており，これらの業種では女性比率は24%から 56%を占め，特
に伸び率は男性より 1.2%から 21.7% も高い業種が見られる。
② 就業組織からみると，従来の国有，集団企業から民営，私営，個人経営，
合資，外資系等と多様化しているO 1996年から 1999年（1998年から女性
従業員の数は下両数を含まなし、）の間，固有経済単位（政府機関，固有
企業，国立大学，国有の非営利の行政関係事業）の女性従業員数は21.4
%減少した。都市部での集団経済単位（集団所有の企業および非営利の
行政関係事業）の女性従業員数は46.5% と急減した。その他の経済体制
に属する企業で働く女性が急増し，その伸び率は75.2%に達するO その
女性たちは私営企業，民営企業，外資系企業で積極的な役割を果たし，
大きな機会を得ょうとしているO
③ 就職は自主性が重視され，従来の「統包統配」（国家の計画によって採
用，配属すること），職場固定（職場がずっと変わらない）から，職業
の自由選択，自分で仕事を探すやり方へシフトしつつある。多くの女性，
特に若い世代の女性は，従来の就職観を変えてしまった。労働市場に合
わせて，趣味や長所を生かせる職業を自由に選択し，労働時間も自己都
合に合わせ調整している。外資系を志向し，もっと進んで，ベンチャー
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企業を自ら創業する，そんな女性たち，働く女性のイメージは変化した。
若い女性の，憧れる女性像は大きく転換しつつある。
このような若い女性の感覚の変化に対応して，中国の女性の就業環境
を整備することを目的に女性団体の役割は変化しつつあるo
中華全国婦女連合会（婦女連）
中国の女性の権利を守ってきた組織も変容しつつあるO 中華全国婦女連合会
（以下婦女連）は1949年に創設され，共産党と政府が女性大衆と連係する掛け
橋である。婦人の利益を代表し，守り，男女平等促進を目的とするO 組織は，
国の行政区画によって地方に各クラスの婦女連合会が設けられ，機関と事業単
位に婦女委員会が置かれている。企業体の末端労働組合の女子労働者委員会お
よびその上にある各クラスの労働組合の女子労働者委員会はすべて婦女連合会
の団体会員であるO
全国的，地方的な女性団体，各業種の女性が自発的に作った協会，宗教団体，
その他大衆的女性組織は，申請し，婦女連の同意を得れば，団体会員になるこ
とができる。
婦女連の5つの課題は，就業分野拡大，教育水準向上，貧富の差解消，女性
の権利と利益保護，女性の政治参加率向上である。
この課題の解決が，中国の働く女性の未来を拓くことになる。解決手段とし
て以下の 4 つが提案されている。
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図表 1 5 つの課題と解決手段
半目就業教育 貧富の差 女性の権利 女性の政治分野拡大 水準向上 解消 と利益保護 参加率向上
促進と女性 。 。 ム ム ム
の IT化支援
企業と連携
し社会問題 。 ム ム 。 ム
解 決
実験モデル
を作り広報 。 ム ム 。 。
普及させる
プラットフォー
ムを作り起業 。 ム 。 。 ム
支援，未来開拓
（。最も重要 O重要ム影響があると考えられる）
図表1の，手段について順に概説すると，「組織のIT化促進と女性のIT化支
援」が行われている。それを受けて，「企業と連携し社会問題解決」がある。
その内容は，有力な大企業，外資企業，ベンチャー企業の企業戦略の学習会を
行い，企業と協力し，社会問題を解決する。協力的な企業を表彰し，そこの製
品，株の購入を会員に P RするO
次に「実験モデルを作り広報普及させる」については，協賛企業を集めマル
チメディアハウス，マルチメディアサテライトオフィスを作り，意識を高める。
最後に，「プラットフォームを作り，起業支援，未来開拓」を行う。
さて，具体的な活動の一つに，崇明島の開発があるO 文国偉（上海市婦女連
連絡部）が，上海に近く中国で3番目に多き島である崇明島での自然，環境と
一体化した観光開発の支援を行っているのはその典型であるO これは現地の女
性たちからボランティア的に企画され，都会化され，環境破壊がすすむ上海地
区の中で，自然と共生しながら，産業を発展させて行こうとするモデルである。
中国における都市部を中心とした環境破壊は深刻である。世界の環境劣悪な都
市のワースト 1 0 に中国の都市はいくつも入っているO この文国①らの支援活
動は経営学的には産業創造のプラットフォーム活動であり，やがて環境破壊の
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進む上海地区のオアシスとなる先駆的事業といえるO
このような施策の成果が事例として現れてきている。
中国の事業と女性の活躍
中国国内で活躍する女性たちの婦女連でのインタービューは以下であるO
一一ー 孫云（中国電信副総経理）
上海テレコムは400名で構成されており，職員のうち女性が47%であり，技
術者のうち女性が48.5%を占めるO 管理者は21%が女性であるO IT分野の女性
の参加状況はこれでわかるO 女性がIT分野で活躍している理由は男女差別が
ないためである。女性がたくさん採用されている理由は実際女性が働いて成績
が良~＇からである。 IT技術の発展に合わせて，女性向の仕事が増えている。
市場販売（女性の方が男性より信用されやす Lサ，インターネットの管理と編
集を仕事にしている女性も多い。女性に向いているもう一つの理由は異動が少
なくなるので，女性が働きやすL 、。 IT革命，インターネットの進歩によって，
女性にとって広い道が拓かれたと考えている。
もう一つ，女性の働き方に影響を与えたのは，体力が不用になってきたため
である。コンビュータの仕事が増えた結果，体力を必要とする仕事が減った。
上海テレコムにおいて，かつては外でやらなければならなかった仕事はIT化
によって減った。
一一陸現（上海市人材服務中心副主任）
今の時代は知識，能力で、差をつける時代で，体力が重視されなくなってきた。
かつての伝統工業時代と異なり，女性がやれる仕事が増加した。工場の場合は，
男性が中心だった工場が，コンビュータ化によって女性が増加しているO 政府
も女性の意見をよく聞き，政策に反映してくれているが，女性自身も努力して
いる。
例えば，上海の大学生27、000人中，女性の比率はほぼ50%であるO 就職活動
は8月から始まるが，女性の方が就職決定は早L 、。 3 ヶ月で女性は決まってしま
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う。男性の方が決定が遅れる。 27、000人の卒業生のうち， 4、000人が I T分野
へ進出する。そのうち45%が女性で100%が就職できるo IT分野で仕事をして
いる人に関しては男女平等であるO
一一高都克（上海市婦女連学校女子教育訓練中心主任）
中国では各分野の人々がITの学習をしている。 IT革命の影響は各分野に浸
透しているO 例えば，出版分野では，米国や日本の最新の本が中国で同時出版
できるようになってきた。中年以上の女性のIT教育を実施できるように政府
に働きかけている。各地域も住民に対してIT教育を行なっている。対象の中
年女性は例えば， 35歳から45歳である。また，医療関係でもコンピュータでカ
ルテを作るため，コンビュータの知識がなくては勤まらなし、
一一銭侃（上海婦女連創業中心主任）
中国は産業構造のIT化への転換に対応して，学校を借りて創業支援訓練を
している。経営者になるための訓練であるO 例えば，周さんは，上海の空港に
近い地域において，インターネットで花を販売しているO 友人や親戚に花を送
るビジネスである。世界中から注文を受けているO 周さんの子供がインターネッ
トに詳しかったので，このようなITを使った創業が可能になった。
経営者に対して，どのようにITを使ってマネジメントをするかを教える教
育が必要である。女性に対して低い金利で創業の融資を行なっているO
一一張静（上海市婦女連副主席）
上海では中学からコンピュータ教育が行なわれている。また，女性、農民を
対象として作ったネットワークがあるO 一ヶ月 4 元で使えるO インターネット
を使う人の多くは中国語であるが，花の販売で成功した周さんは英語のインター
ネットを使づているO インターネットによって，女性の就業範囲が拡大すると
思う。一時帰休者で在宅勤務を行う人もいる。若い女性の中で，インターネッ
トを使う広告業，出版業を行う人が増加しているO 産休の間でもインターネッ
トを使って新しい仕事がどんどん入るO 上海の大学の女性比率は50%を超えた
(50.1%）。大学卒女性の就職先は明るい展望があるO 女性の就職数は増加して
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いくと思われる。ちなみに，上海女性の平均寿命は80.01歳に達した。
一一陸現（上海市人材服務中心主任）
楊青々はスタイリストである。コンビュータを通じてスタイルを世界中に発
信し，世界的なスタイリストになった。ドイツ人と結婚して2人の子供と上海
で生活している。ある女性は障害者になったが， ITを学び，インターネット
で外国語を教える教室を聞き，中国中の子供に英語を教えているO
中国の企業と北陸 3 県の企業が連携するには連携の事例を分析する必要がある。
北陸企業が中国企業と事業を模索するために
上海は中国でもっともアクティブな地区であるが，中国女性の活躍は中国に
留まらな L、。日本で事業を行う一人を調査した。
劉琳（りゅうりん）は，スリーレインボー株式会社（東京都立川市）取締役，
196 1 年中圏西安生まれ，情報システム工学修士である。彼女は1982年に中国
を代表する名門大学である西安交通大学を卒業後，西安冶金建築大学コンピュー
タ学科で4年間講師を務めた。大学在学中はスポーツ選手として活躍し， 1982
年，西安市大学生大会での7種目の記録はいまだに破られていな L 、。 1986～1988
年に再び西安交通大学情報システム工学修士課程にて勉学研究をし，終了後ま
もなく，ソフトウェア技術者として日本に派遣された。それが日本でソフトウェ
ア開発ベンチャー企業を起こしたきっかけともなったのであるO
日本に派遣された一年間は，日本の文化，企業人たちの勤務態度，ソフトウェ
ア開発チームワーク体制の整備など多くのことに驚きを覚えた一年だった。日
本と中国は「一衣帯水」の距離しかないのに，こんなに違いがあって，なぜか
西安にいるときは全くと言っていいほど知らなかった。固と国とは近いながら，
様々な分野において広大な未開墾の荒野があり，色々な可能性が秘めているで
はなか。しかし，両方とも経験し，深い理解ができた人こそがこの未墾の地を
開拓でき，またこれはそういう人たちの使命でもあると思うようになった。帰
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国後，この考えは益々強くなり，強い探究心のせいか，彼女はついに大学の仕
事をやめ，再び来日した。東燃システムプラザでSEとして仕事をしながら，
知人たちとしばしば自分の思いを語った。 1997年に，その時の仲間（張正波＜
立正大学情報工学修士＞，鄭玉龍＜東京大学工学博士＞）と一緒についに日中
SEを集合したシステムインテグレーション会社を起こした。
現在，会社には更に日本人ベテラン経営者の飯田哲郎も加わり，西安市でも
現地法人を設立し，本格的に日中間IT業務を展開し始まっている。また西安
市政府の全面的なバックアップもあり，スリーレインボー（株）は西安ソフトウェ
アパーク日本向けの纏め役として，様々な活動を展開している。彼女らは，現
在の様々な活動を通じて， シリコンバレーIT産業とインドのバンガロールに
あるように，日本のIT産業と西安の結びつきが益々強く，太くなり，やがて
中日のグローバルなIT産業創造の大きな奔流になる日が，将来必ずや来ると
｛言じている。
このような女性リーダーは戦略的女性ともいえる存在であり，大きく世界と
中国を結び，大きな変革の渦を作ろうとしているO
8. 結語
中国女性の間で，インターネットが急速に普及している。また，中国におけ
る中小企業の3分の2は女性が創業者であり， 800万社にのぼる女性社長がいる
ことになる。さて，このほとんどは自営業者に近いと思われるが，彼女たちは
極めて意欲的に事業を行っている。知識経済化は，女性事業家にインターネッ
ト上での新たなビジネスの場を与えると思われる。
モノは満ち足りているから， 自動車も家電も特段欲しくなし、。欲し~ ＼のはショッ
ピング情報，仲間内の趣味に関する知識，豊かな自己実現といったものである。
このためのプログラム開発は女性が向いている。多くの場合男性の出番は無L 、かも
しれなし、。インターネット上でのお買い物， ショッピングプログラムが無数に女性
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によって開発されるO この仕事のやりかたも20世紀と21世紀では変わってきた。
20世紀は集団で仕事を行った。 21世紀は一人で創造的な仕事をすることが可
能になる時代であるO 一人企業は従来の数百人規模の企業とまったく同じ機能
を持っている。しかし，複数の人がいるがゆえに必要となる組織は，当然のこ
とながら不要になるO 人事部，総務部のほとんどの機能はなくなる。
21世紀このような一人企業が無数に登場することが考えられる。コンビュー
タ 1 台とネットワークだけでやれる。ところで，一人企業としての女性は単独
では大きな力を持てない。他の大きい組織，そしてパートナーと関係を持つこ
とが重要になる。この一人企業はどのように他の企業，政府・地方自治体， N
G O と関係をもっていくのであろうか。
北陸企業は，一人企業と女性といった視点が重要であることに注目する必要
があるO
中国は，政治経済，企業のトップ5人のうち女性が1人いる。米国においても
女性重役は9人に1人に過ぎな~＇。中国のトップの男女比が今後も変わらないと
仮定すれば，世界政治，経済，経営の分野で中国のウエイトが増せば増すほど，
世界のトップで活躍する女性の比率は向上するかもしれな L 、。中国女性が増え
るからであるO また，このことは，世界でトップで活躍する女性のうち中国人
が大多数といった時代の到来も予想させるO 世界でトップで活躍する男性は多
くの人種，国民にわたっているO しかし，女性で活躍しているのは中国人ばか
り， 日本人はほとんどいな L、。
なお，当研究は以下の環日本海事業創造アンケートを中国語に翻訳して日中
同時に2001年 3 月実施した。
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環日本海地域事業創造アンケー卜
貴社名
回答者部門
連絡先電話
氏名
FAX 
1 .基礎データ（業種と貴社の中心事業）
1 ）業種
口水産・農林・鉱業口建設口食品口繊維口パルプ・紙口化学
口石油・石炭・ゴム・窯業口鉄鋼・非鉄・金属口機械口電気機器
口輸送用機器口精密機器口その他製造口商業口金融・保険
口不動産口陸運・海運・空運・倉庫運輸関連口電力・ガス
口サービス ロその他
2 ）中心となっている事業
口製造口流通口金融口情報通信口その他
3 ）従業員数
口10万人以上口 1 万人以上口 5 千人以上口 1 千人以上
口5百人以上口3百人以上口100人以上口100人未満
4) 創業何年ですか？
口50年以上口30年以上口20年以上口10年以上口10年未満
2. 事業創造インフラ
現在行っている新事業（創業3年以内）を一つイメージしてくださ L、。その
事業と資金はどの程度ですか？
4 ）事業の種類
口製造 口流通 口金融 口情報通信 口その他
口現在事業計画はない（3.の問いへ）
5 ）資金
口10億円以上口5億円程度口1億円程度口5千万円程度
口3千万円程度口1千万円以下
5 ）事業に関して専門コンサルタントを活用していますか？
口社外ベンチャーキャピタリスト ロベンチャーキャピタリスト以外の社
外専門家口社内コンサルタント部門口特にいない
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3. IT 
6 ）イントラネットがありますか？
口ある 口ないが将来導入したい 口ないし導入計画もない
7) 1 人あたりのパソコンの台数
口 1 台以上口0.5台程度口0.3台程度口0.1台程度 0.1台未満
8) 1人あたりの携帯電話の台数
口 1 台以上口0.5台程度口0.3台程度口0.1台程度 0.1台未満
9) 1人あたりのインターネット使用環境
口 1 台以上口0.5台程度口0.3台程度口0.1台程度 0.1台未満
10）社員のメールに関してなんらかの監視をしていますか？
口している 口していないが将来はしたい 口してないし将来もする計画はない
4. 事業創造戦略
11）最近3年以内に50%以上の資本を出して創業させたベンチャー企業はおお
むね何社ありますか？
口30社以上口20社程度口10社程度口5社以下口なし
12）創業させたベンチャー企業の主流はどのような企業ですか？
口ITベンチャー企業 口バイオベンチャ一 口ITとバイオ以外のハイテ
クベンチャ一 口流通ベンチャ一 口金融ベンチャー
口その他（
13）ベンチャー以外で貴社が最近3年以内に始めた主な新事業についてお答え
くださ L 、。
口本業で新技術を｛郎、新事業を起こした 口本業で画期的な新製品を開発した
口本業外で新事業を起こした 日本業，それ以外とも事業を起こさなかった
14）新事業のパートナーについてお聞きします。
口パートナーはなし 口政府・自治体口大学・研究所口民族企業
口外資系口N PO/NGO 口その他
15）新事業の内容は下記のどの事業が主流ですか？
口製造口ソフトウェア 口流通口金融口サービス・コンサルタント
16）新事業の売上に占める比率はどうなっていますか？
口売上の50%以上口売上の40%程度口売上の30%程度
口売上の20%程度口売上の10%以下
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17）新事業の経常利益に占める比率はどうなっていますか？
口利益の50%以上口利益の40%程度口利益の30%程度
口利益の20%程度口利益の10%以下
18）最近3年以内のM&Aについてお聞きします。
口M&Aされた 口M&Aで本業が変化した 口M&Aでコア技術が変化した
口M&Aで大きな変化はなかった 口M&Aを行わなかった
5. 事業創造組織
19) s c M ・ソリューションビジネスといった顧客主導の組織型を採用してい
ますか？
口採用している 口採用してないが関心がある 口関心がなく採用していない
20）最近3年間で組織はフラット化が進みましたか？
口大幅にフラットになった 口かなりフラットになった 口変化なし
21）最近3年間で商品開発・商品回転率等のビジネスの速度は速くなりました
か？
口5倍程度以上速くなった 口3倍程度速くなった 口2倍程度速くなった
口速くなっていない 口遅くなった
22）最も事業創造での決定の際，実質的な権限のあるリーダーはどのくらいの
集団のリーダーですか？
口トップ口部長クラス口課長クラス口その他
23）貴社のコア人材（企業の競争力を左右する中心的人材）はどの職種ですか？
口作業者口技術者口研究者口営業員口プログラマー
ロサービス・コンサルタント 口その他
6. 事業創造人材
24）企業経営における「コア人材」（企業の技術・ノウハウ・文化を継承し，
企業を発展させる中核的人材）は，現在，貴社においてどのくらいの比率と考
えられますか？
1口原則的には全社員がコア人材である
2口コア人材は全社員の80%
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3口コア人材は全社員の60%
4口コア人材は全社員の40%
5口コア人材は全社員の20%
6口コア人材は全社員の10%
7口原則的にコア人材は不要である
（不要の理由：
25）コア人材をゼネラリスト（ライン管理者）とエキスパート（専門職）に分
けると，貴コア人材の構成はどのようになっていますか？
1口ゼネラリストがほとんどである
2口ゼネラリストがエキスパートの3倍程度またはそれ以上
3口ゼネラリストがエキスパートの2倍程度
4口ゼネラリストとエキスパートはほぼ同数
5口ゼネラリストがエキスパートの2分のl程度
6口ゼネラリストがエキスパートの3分の1程度またはそれ以下
7口エキスパートがほとんどである
26）コア人材が不足しているかどうかについてお答えくださ~'o 
ゼネラリスト エキスパート
1 不足している 口 口
2 ほぼ充足している 口 口
27）コア人材の確保の方法を従来と今後についてお答えください（複数回答可）。
従来 今後
1口年功的制度のもとでの長期競争による生き残り 口 口
2口早期選抜に基づく計画的育成 口 口
3口専門家としての大学院等の修了者の採用 口 口
4口専門家として中途採用 口 口
6口M&Aによる獲得 口 口
7口その他（ ）口 口
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28）コア人材は，下記のそれぞれの要件でその重要性はどの程度ですか。項目
を1つ選んでくださ L 、。
1一定の分野についての深い専門知識
2会社と事業についての広汎な知識
3アイデアの斬新さ，新アイデアへの許容力
4強固な理念・哲学
5冒険心， リスク志向
6徹密な計画力
7組織づくりと統率力
8会社への忠誠心
9他のコア人材との協調
10公平さ
11実績
12社外経験
13 ビジョン課題設定力
14人材開発・育成能力
15ネットワーク創造力
16事業創造能力
17その他（
事業創造の場について
29）実験的事業を行うことができますか？
口はい口いいえ
絶対不可欠 重要
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
あれば ない方が
望ましし、 良い
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 口
口 ロ
口 口
口 口
口 口
30）貴社の主流にしたい新事業と同じ領域で事業を行っていて，交流が生まれ
る可能性のある企業，個人は社外にどのくらいありますか？
口1000以上口500程度口100程度口50程度口10程度以下口いない
7. 事業創造の現場リーダー
31）期待するリーダーに求められるネットワーク力はどのような性質のもので
すか？
口多彩な知識ネットワーク
口同質だが強いネットワーク
口カリスマリーダーに導かれたネットワーク
ロ不特定のネットワーク
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32）期待するリーダーに求められる行動力はどのような性質のものですか？
口好奇心に導かれた行動力
口使命感に導かれた行動力
口権限に強制された行動力
口競争に駆り立てられた行動力
33) 3 年前のコアビジネスと現在のコアビジネスの問の市場，技術，組織運営
のそれぞれに関する知識関連性（システム・ノウハウ・スキル等）はどの程度
ですか？
全くないほとんどやゃある かなり 全く同じない ある
市場に関する知識関連性 口 口 口 口 口
技術に関する知識関連性 口 口 口 口 口
組織運営に関する知識関連性 口 口 口 口 口
34）最近 3 年間の企業内およびグループ内の組織の変化についてお伺いします。
それぞれの設問につい最もあてはまるもの 1 つを選んでくださ L'o 
全くあて ややあて やや 全く
はまらないはまらないあてはまるそのとおり
組織のフラット化 口 口 口 口
マニュアル化・ド、キュメント化・データベース 口 口 口 口化を推進している
職務要件やコンピタンシー（成果に直結する 口 口 口 口行動特性・発揮能力）を明確化している
ネットワーク上での仕事を拡大している 口 口 口 口
個の自律化や突出を支援・促進している 口 口 口 口
組織や管理システムの変革を加速化している 口 口 口 口
カンパニー制，分社化を推進している 口 口 口 口
-198 ( 382 ）一
35）最近 3 年間に実施した，知識の共有化・同時化のための手法について採用・
不採用のいずれか 1 つを選び，採用している手法についてはその効果として最
もあてはまるもの 1 つを選んで下さ L 、。
非常にやや悪やや高非常高
採用不採用悪い効い効果い効果い効果
果があるがあるがあるがある
組織のフラット化 ロ 口 口 口 口 口
プロジェクトチーム制度 口 口 口 口 口 口
異部門間のミーティング等の場 口 口 口 口 口 口の設定
経営情報のオープン化 口 口 口 口 口 口
イントラネットの構築 口 口 口 口 口 口
エクストラネットの構築 口 口 口 口 口 口
インターネットの活用 口 口 口 口 口 口
社内データベースの構築 口 口 口 口 口 口
グループウェアの導入 口 口 口 口 口 口
コンカレントエンジニアリング・ 口 口 口 口 口 口サプライチェーンマネジメント
その他（ 口 口 口 口 口 口
36）企業を運営している目的はなんですか（合計100% ）。
株主価値 %，顧客価値 %，社員価値 %，社会価値 % 
8. 女性の活用
37）従業員における女性の比率はどうなっていますか？
口三分の二以上口半数程度口三分のー程度口 1 0 %以下
38）管理者における女性の比率はどうなっていますか？
口三分のこ以上口半数程度口三分の一程度口 10%以下
39）事業創造者における女性の比率はどうなっていますか？
口三分の二以上口半数程度口三分の一程度口 10%以下
40）経営トップにおける女性の比率はどうなっていますか？
口三分の二以上口半数程度口三分の一程度口 1 0 %以下
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41）従業員の平均年齢はいくつですか？
男性口50歳以上口40歳程度口30歳程度口20歳程度
女性口50歳以上口40歳程度口30歳程度口20歳程度
42）管理者の平均年齢はいくつですか？
口50歳以上口40歳程度口30歳程度口20歳程度
43）事業創造者の平均年齢はいくつですか？
口50歳以上口40歳程度口30歳程度口20歳程度
44）経営トップの平均年齢はいくつですか？
口50歳以上口40歳程度口30歳程度口20歳程度
45）将来の新事業の領域は下記のどの領域が主流ですか？
口環境口介護・医療・健康口バイオ口 I T 口その他
注
（注 1 ）上海での21世紀初頭を飾る成功者の一人となった。
（注 2 ）韓国はこの問題を解決しようと現在中小企業を育成している。例えばトヨタ自動車は
約32000社の中小企業を従える世界最大の中小企業グループである。
（注 3 ）現状は，かつての1920年代の上海を連想させる。
（注 4) ただ単に買ってくればいいケースもある。発展途上国の場合ほど輸入のほうが輸出よ
りビジネスは楽である。輸出は苦しみを伴うことが多い。技術格差の流れに逆流するから
である。どうしてもビジネスリーダーは楽な輸入に定りたい誘惑に駆られる。
（注 5 ）貧富の差が激しいと一般に言われる米国さえ1パーセントの人が握っている G D P は
33%に過ぎない。
（注 6 ）この項目は中国でアンケートを行った時，複数回答である。日本の北陸地域は単項目
選択で設計されている。
（注 7 ）向上
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